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東京電力ホールディングス株式会社柏崎刈羽原子力発 
電所における核物質防護設備の機能の一部喪失事案に 

係る規制措置について 
 

  

 令和３年３月 24 日 

                                                    原 子 力 規 制 庁 

 

 

１．はじめに 

令和２年度第 66 回原子力規制委員会臨時会合（令和３年３月 23 日）にお

いて、東京電力ホールディングス株式会社（以下「東京電力」という。）柏崎

刈羽原子力発電所における核物質防護設備の機能の一部喪失事案に係る対応

区分の変更（第２区分から第４区分へ）を東京電力に通知することが決定、

同日通知した。 

 

 

２．東京電力に対する規制措置 

令和３年３月 16 日に評価結果を通知した東京電力柏崎刈羽原子力発電所に

おける核物質防護設備の機能喪失箇所は復旧済みである。また、原子力規制庁

からの指示により、新たに核物質防護設備の機能が喪失した場合には、実効性

がある代替措置が講じられる体制になっている。 

一方、東京電力柏崎刈羽原子力発電所の原子力規制検査に係る対応区分が第

４区分に変わったことを踏まえ、東京電力に対する規制措置を考える必要性に

ついて、ご審議いただきたい。 

関係法令等については、参考１、参考２を参照されたい。 

 

 

（添付資料） 

参考資料１ 規制措置に係る関係法令等について 

参考資料２ 関連法令 

 

資料７ 
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                              （参考１） 

規制措置に係る関係法令等について 

 

 

本事案は、原子炉等規制法第 43 条の３の 22 第２項の規定に基づく原子力

規制委員会規則の規定に違反（防護措置義務違反）、及び同法第 43 条の３の 27

第２項で準用する第 12 条の２第４項に違反（核物質防護規定遵守義務違反）

したものであり、これらの法令違反を理由とする原子炉等規制法に基づく行政

処分としては以下のものが考えられる。 

 

（１）許可の取消し等（原子炉等規制法第 43 条の３の 20） 

原子炉等規制法第 43 条の３の５第１項の許可（設置許可）を取り消し、

又は１年以内の期間を定めて発電用原子炉の運転の停止を命令ずることが

できる。 

 

（２）是正措置等の命令（原子炉等規制法第 43 条の３の 23 第２項） 

   是正措置等（特定核燃料物質の防護のための区域に係る措置の是正、特定

核燃料物質の取扱方法の是正その他特定核燃料物質の防護のために必要な

措置）を命ずることができる。  

 

（３）保安規定の変更命令（原子炉等規制法第 43 条の３の 24 第３項） 

  災害の防止のために必要があると認めるときは、保安規定の変更を命ず 

ることができる。 

 

（４）核物質防護規定の変更命令（原子炉等規制法第 43 条の３の 27 第２項） 

   特定核燃料物質の防護のために必要があると認めるときは、核物質防護

規定の変更を命ずることができる。 

 

（５）核物質防護管理者の解任命令（原子炉等規制法第 43 条の３の 28 第２項） 

   核物質防護管理者がこの法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反し

たときは、核物質防護管理者の解任を命ずることができる。 

 

 なお、（１）～（５）の措置は東京電力に対する不利益処分であり、行政手

続法及び原子炉等規制法の定めにより、（１）及び（５）については公開の聴

聞を実施し、（２）～（４）については弁明の機会を付与（原則書面）する必

要がある。 
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（参考２） 

〇核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（抄） 

 

（許可の取消し等） 

第四十三条の三の二十 原子力規制委員会は、発電用原子炉設置者が正当な理由がないの

に、原子力規制委員会規則で定める期間内に発電用原子炉の運転を開始せず、又は引

き続き一年以上その運転を休止したときは、第四十三条の三の五第一項の許可を取り

消すことができる。 

２ 原子力規制委員会は、発電用原子炉設置者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、第四十三条の三の五第一項の許可を取り消し、又は一年以内の期間を定めて発電

用原子炉の運転の停止を命ずることができる。 

一 第四十三条の三の七第二号から第四号までのいずれかに該当するに至つたとき。 

二 第四十三条の三の八第一項本文の規定により許可を受けなければならない事項を

許可を受けないでしたとき。 

三 第四十三条の三の八第四項後段の規定に違反し、又は同条第六項の規定による命

令に違反したとき。 

四 第四十三条の三の二十三の規定による命令に違反したとき。 

五 第四十三条の三の二十四第一項若しくは第四項の規定に違反し、又は同条第三項

の規定による命令に違反したとき。 

六 第四十三条の三の二十六第二項において準用する第四十三条の規定による命令に

違反したとき。 

七 第四十三条の三の二十七第一項の規定に違反したとき。 

八 第四十三条の三の二十七第二項において準用する第十二条の二第三項の規定によ

る命令に違反したとき。 

九 第四十三条の三の二十七第二項において準用する第十二条の二第四項の規定に違

反したとき。 

十 第四十三条の三の二十八第一項の規定に違反したとき。 

十一 第四十三条の三の二十八第二項において準用する第十二条の五の規定による命

令に違反したとき。 

十二 第四十三条の三の三十二第二項に規定する延長した期間を超えて発電用原子炉

を運転したとき。 

十三 第四十三条の三の三十二第四項の規定に違反して同条第一項に規定する運転す

ることができる期間を超えて発電用原子炉を運転したとき。 

十四 第四十三条の三の三十四第一項の規定に違反して発電用原子炉を廃止したき。 

十五 第四十三条の三の三十四第二項の規定に違反したとき。 

十六 第五十八条第二項の規定に違反し、又は同条第三項の規定による命令に違反し
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たとき。 

十七 第五十九条第二項の規定に違反し、又は同条第四項の規定による命令に違反し

たとき。 

十八 第五十九条の二第二項の規定に違反したとき。 

十九 第六十一条の八第一項若しくは第四項の規定に違反し、又は同条第三項の規定

による命令に違反したとき。 

二十 第六十二条の二第一項又は第二項の条件に違反したとき。 

二十一 原子力損害の賠償に関する法律第六条の規定に違反したとき。 

二十二 原子力災害対策特別措置法第七条第四項、第八条第五項、第九条第七項、第

十一条第六項又は第十三条の二第二項の規定による命令に違反したとき。 

 

（保安及び特定核燃料物質の防護のために講ずべき措置） 

第四十三条の三の二十二 発電用原子炉設置者は、次の事項について、原子力規制委員会

規則で定めるところにより、保安のために必要な措置（重大事故が生じた場合における

措置に関する事項を含む。）を講じなければならない。 

一 発電用原子炉施設の保全  

二 発電用原子炉の運転 

三 核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の運搬、貯蔵又は廃棄（運搬及び

廃棄にあつては、発電用原子炉施設を設置した工場又は事業所において行われる運搬

又は廃棄に限る。次条第一項において同じ。） 

２ 発電用原子炉設置者は、発電用原子炉施設を設置した工場又は事業所において特定核

燃料物質を取り扱う場合で政令で定める場合には、原子力規制委員会規則で定めるとこ

ろにより、防護措置を講じなければならない。 

 

（施設の使用の停止等） 

第四十三条の三の二十三  

２ 原子力規制委員会は、防護措置が前条第二項の規定に基づく原子力規制委員会規則の

規定に違反していると認めるときは、発電用原子炉設置者に対し、是正措置等を命ずる

ことができる。 

 

（保安規定） 

第四十三条の三の二十四 発電用原子炉設置者は、原子力規制委員会規則で定めるところ

により、保安規定（発電用原子炉の運転に関する保安教育、使用前事業者検査及び定期

事業者検査についての規定を含む。以下この条において同じ。）を定め、発電用原子炉

施設の設置の工事に着手する前に、原子力規制委員会の認可を受けなければならない。

これを変更しようとするときも、同様とする。 
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２ 原子力規制委員会は、保安規定が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前

項の認可をしてはならない。 

一 第四十三条の三の五第一項若しくは第四十三条の三の八第一項の許可を受けたとこ

ろ又は同条第三項若しくは第四項前段の規定により届け出たところによるものでない

こと。 

二 核燃料物質若しくは核燃料物質によつて汚染された物又は発電用原子炉による災害

の防止上十分でないものであること。 

３ 原子力規制委員会は、核燃料物質若しくは核燃料物質によつて汚染された物又は発電

用原子炉による災害の防止のため必要があると認めるときは、発電用原子炉設置者に対

し、保安規定の変更を命ずることができる。 

４ 発電用原子炉設置者及びその従業者は、保安規定を守らなければならない。 

 

（核物質防護規定） 

第四十三条の三の二十七 発電用原子炉設置者は、第四十三条の三の二十二第二項に規定

する場合には、原子力規制委員会規則で定めるところにより、核物質防護規定を定め、

特定核燃料物質の取扱いを開始する前に、原子力規制委員会の認可を受けなければなら

ない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２ 第十二条の二第二項から第四項までの規定は、前項の核物質防護規定について準用す

る。この場合において、同条第二項中「前項」とあるのは「第四十三条の三の二十七第

一項」と、同条第三項及び第四項中「製錬事業者」とあるのは「発電用原子炉設置者」

と読み替えるものとする。 

 

（核物質防護管理者） 

第四十三条の三の二十八 発電用原子炉設置者は、第四十三条の三の二十二第二項に規定

する場合には、特定核燃料物質の防護に関する業務を統一的に管理させるため、原子力

規制委員会規則で定めるところにより、特定核燃料物質の取扱い等の知識等について原

子力規制委員会規則で定める要件を備える者のうちから、核物質防護管理者を選任しな

ければならない。 

２ 第十二条の三第二項、第十二条の四及び第十二条の五の規定は、前項の核物質防護管

理者について準用する。この場合において、これらの規定中「製錬事業者」とあるのは

「発電用原子炉設置者」と、「製錬施設」とあるのは「発電用原子炉施設」と読み替え

るものとする。 

 

（特定核燃料物質の防護のために講ずべき措置等） 

第十一条の二 製錬事業者は、製錬施設を設置した工場又は事業所において特定核燃料物

質を取り扱う場合で政令で定める場合には、原子力規制委員会規則で定めるところによ
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り、特定核燃料物質の防護のための区域の設定及び管理、施錠等による特定核燃料物質

の管理、特定核燃料物質の防護上必要な設備及び装置の整備及び点検その他の特定核燃

料物質の防護のために必要な措置（以下「防護措置」という。）を講じなければならな

い。 

２ 原子力規制委員会は、防護措置が前項の規定に基づく原子力規制委員会規則の規定に

違反していると認めるときは、製錬事業者に対し、特定核燃料物質の防護のための区域

に係る措置の是正、特定核燃料物質の取扱方法の是正その他特定核燃料物質の防護のた

めに必要な措置（以下「是正措置等」という。）を命ずることができる。 

 

（核物質防護規定） 

第十二条の二 製錬事業者は、第十一条の二第一項に規定する場合には、原子力規制委員

会規則で定めるところにより、核物質防護規定を定め、特定核燃料物質の取扱いを開始

する前に、原子力規制委員会の認可を受けなければならない。これを変更しようとする

ときも、同様とする。 

２ 原子力規制委員会は、核物質防護規定が特定核燃料物質の防護上十分でないと認める

ときは、前項の認可をしてはならない。 

３ 原子力規制委員会は、特定核燃料物質の防護のため必要があると認めるときは、製錬

事業者に対し、核物質防護規定の変更を命ずることができる。 

４ 製錬事業者及びその従業者は、核物質防護規定を守らなければならない。 

 

（核物質防護管理者） 

第十二条の三 製錬事業者は、第十一条の二第一項に規定する場合には、特定核燃料物質

の防護に関する業務を統一的に管理させるため、原子力規制委員会規則で定めるところ

により、特定核燃料物質の取扱い等の知識等について原子力規制委員会規則で定める要

件を備える者のうちから、核物質防護管理者を選任しなければならない。 

２ 製錬事業者は、前項の規定により核物質防護管理者を選任したときは、選任した日か

ら三十日以内に、その旨を原子力規制委員会に届け出なければならない。これを解任し

たときも、同様とする。 

 

（核物質防護管理者の義務等） 

第十二条の四 核物質防護管理者は、誠実にその職務を遂行しなければならない。 

２ 製錬施設に立ち入る者は、核物質防護管理者がこの法律若しくはこの法律に基づく命

令又は核物質防護規定の実施を確保するためにする指示に従わなければならない。 

 

（核物質防護管理者の解任命令） 

第十二条の五 原子力規制委員会は、核物質防護管理者がこの法律又はこの法律に基づく
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命令の規定に違反したときは、製錬事業者に対し、核物質防護管理者の解任を命ずるこ

とができる。 

 

（聴聞の特例） 

第六十九条 原子力規制委員会は、第十条第二項、第二十条第二項、第三十三条第二項、

第四十三条の三の二十第二項、第四十三条の十六第二項、第四十六条の七第二項、第五

十一条の十四第二項、第五十六条、第六十一条の六又は第六十一条の二十一の規定によ

る事業の停止、試験研究用等原子炉若しくは発電用原子炉の運転の停止、核燃料物質若

しくは国際規制物資の使用の停止又は情報処理業務の全部若しくは一部の停止の命令を

しようとするときは、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第十三条第一項の規定に

よる意見陳述のための手続の区分にかかわらず、聴聞を行わなければならない。 

２ 第十条、第十二条の五（第二十二条の七第二項、第四十三条の二の二第二項、第四十

三条の三の二十八第二項、第四十三条の二十六第二項、第五十条の四第二項、第五十一

条の二十四第二項及び第五十七条の三第二項において準用する場合を含む。）、第二十

条、第二十二条の三第三項、第三十三条、第四十一条第三項、第四十三条の三の二十、

第四十三条の十六、第四十六条の七、第五十一条の十四、第五十六条、第六十一条の

六、第六十一条の二十一又は第六十一条の二十三の十六の規定による処分に係る聴聞の

期日における審理は、公開により行わなければならない。 

 
 
○行政手続法（抄） 
 
（不利益処分をしようとする場合の手続） 

第十三条 行政庁は、不利益処分をしようとする場合には、次の各号の区分に従い、この章
の定めるところにより、当該不利益処分の名あて人となるべき者について、当該各号に定
める意見陳述のための手続を執らなければならない。 
一 次のいずれかに該当するとき 聴聞 
イ 許認可等を取り消す不利益処分をしようとするとき。 
ロ イに規定するもののほか、名あて人の資格又は地位を直接にはく奪する不利益処
分をしようとするとき。 

ハ 名あて人が法人である場合におけるその役員の解任を命ずる不利益処分、名あて
人の業務に従事する者の解任を命ずる不利益処分又は名あて人の会員である者の除
名を命ずる不利益処分をしようとするとき。 

ニ イからハまでに掲げる場合以外の場合であって行政庁が相当と認めるとき。 
二 前号イからニまでのいずれにも該当しないとき 弁明の機会の付与 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の規定は、適用しない。 
一 公益上、緊急に不利益処分をする必要があるため、前項に規定する意見陳述のための
手続を執ることができないとき。 

二 法令上必要とされる資格がなかったこと又は失われるに至ったことが判明した場合
に必ずすることとされている不利益処分であって、その資格の不存在又は喪失の事実
が裁判所の判決書又は決定書、一定の職に就いたことを証する当該任命権者の書類そ
の他の客観的な資料により直接証明されたものをしようとするとき。 

三 施設若しくは設備の設置、維持若しくは管理又は物の製造、販売その他の取扱いにつ
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いて遵守すべき事項が法令において技術的な基準をもって明確にされている場合にお
いて、専ら当該基準が充足されていないことを理由として当該基準に従うべきことを
命ずる不利益処分であってその不充足の事実が計測、実験その他客観的な認定方法に
よって確認されたものをしようとするとき。 

四 納付すべき金銭の額を確定し、一定の額の金銭の納付を命じ、又は金銭の給付決定の
取消しその他の金銭の給付を制限する不利益処分をしようとするとき。 

五 当該不利益処分の性質上、それによって課される義務の内容が著しく軽微なもので
あるため名あて人となるべき者の意見をあらかじめ聴くことを要しないものとして政
令で定める処分をしようとするとき。 

 


